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令和６年度瑞穂市下水道事業会計決算審査意見 

 

１ 審査の対象 

 

令和６年度瑞穂市下水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

 

令和７年７月１日から令和７年８月２５日まで 

 

３ 審査の方法 

 

審査に当たっては、決算書及び附属書類ともに諸帳簿との照合、計数の分析等のほか、

関係職員から説明を聴取し実施した。 

 

４ 審査の結果 

 

審査に付された決算書及び財務諸表は、前記の方法により審査した限りにおいて、い

ずれも地方公営企業関係法令に準拠して作成されたもので、経営成績及び財政状態が適

正に表示されているものと認められる。 

当年度の経営収支は、総収益189,908,910円に対し総費用184,866,361円で、当年度

純利益は5,042,549円となり、減債積立金からの振替などによるその他の未処分利益剰

余金変動額の増減がなかったため、当年度未処分利益剰余金は当年度純利益と同額の

5,042,549 円であった。前年度に比較すると 1,148,360 円（18.5％）減少しているが、

これは主に収益である他会計負担金及び他会計補助金が減少したためである。 
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５ 審査の意見 

 

（１） 経理面について 

当年度は、下水道使用料に係る不納欠損の額が 98,055 円で、前年度に比較すると

59,919 円（157.1％）増加した。また、収入未済額の繰越調定額は 703,172 円で、前年

度に比較すると95,194円（15.7％）増加した。 

未収金が長期化すると徴収が困難となるため、将来の不納欠損を防ぐためにも、引き

続き未収金の早期回収に努め、適切な債権の管理を行っていただきたい。 

 

（２） 業務面について 

水洗化率については77.9％で、前年度に比較すると2.8ポイント増加した。その主な

要因は、下水道事業会計に農業集落排水事業が移行したことに伴い、水洗化人口が増加

したためである。水洗化率は、公共用水域の水質保全や使用料収入の増加の観点から、

100％となっていることが望ましい。引き続き下水道接続の促進に努めて、水洗化率向上

を図っていただきたい。 

 

（３） 今後の下水道事業経営について 

瑞穂処理区の下水道事業は、令和９年度の供用開始を目標に整備が進められている。 

今後も物価上昇などによる資材の高騰や、建設現場における人手不足や公共工事にお

ける労務単価の上昇が続くと予想され、現在整備中の汚水管路施設やアクアパークみず

ほの整備に影響を及ぼすことが懸念される。また、瑞穂処理区の下水道事業について、

当初の計画より供用開始時期が遅れている。この遅れが他の事業に影響を及ぼさないよ

う注意して進めていただきたい。 

下水道事業は多額の費用を要する事業であるため、事業費の削減に努めるとともに計

画的に下水道使用料の増収を図り、経費の削減に取り組むなど独立採算の原則に基づき、

一般会計からの繰入金に依存することなく事業を展開していただきたい。 
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６ 事業の実績 

 

当年度の工事は、管渠布設工事が10件で事業費1,618,792,346円、施設整備工事が2

件で事業費18,034,500円であった。 

当年度末における当市の処理区域内人口は 4,302 人であり、行政区域内人口 56,168

人に対する普及率は7.7％で、水洗化人口は3,353人で水洗化率は77.9％となり、前年

度に比較すると2.8ポイント増加した。 

また、年間有収水量は346,332㎥で、年間汚水処理水量に対する年間有収水量（有収

率）は前年度と同率で100.0％であった。 

 

業務実績については、次表のとおりである。 
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７ 予算執行状況 

 

当年度における予算執行結果は、別表１に示すとおりである。 

 

（１） 収益的収入及び支出について 

収益的収入の決算額は287,010,274 円、予算額250,656,000 円に対し114.5％の収入

となっている。決算額の収入構成比率は、営業収益が22.0％（63,028,881円）、営業外

収益が78.0％（223,981,393円）である。 

次に、収益的支出であるが、決算額は189,654,622円、予算額201,682,000円に対す

る執行率は 94.0％で、12,027,378 円の不用額が生じている。その要因は、営業費用

8,573,164 円などによるものであり、主な内訳は、管渠費 2,528,799 円、処理場費

5,235,812円、総係費630,134円である。 

 

（２） 資本的収入及び支出について 

資本的収入の決算額2,057,284,200円は、予算額3,450,434,000円に対して59.6％の

収入となっており、前年度に比較すると1,454,524,520円（241.3％）増加している。そ

の主な要因は、企業債が670,100,000円、補助金が708,659,000円それぞれ増加したた

めである。決算額の収入構成比率は、企業債 44.9％（923,300,000 円）、負担金 0.5％

（9,772,000円）、補助金45.7％（939,626,000円）、出資金8.9％（184,586,200円）と

前年度に比較すると補助金の構成比率が高い。 

次に、資本的支出の決算額2,132,961,294円は、予算額3,523,594,000円に対し、60.5％

の執行率で、翌年度繰越額1,357,134,000円を差し引き33,498,706円の不用額が生じて

いる。その要因は、建設改良費などによるものであり、主な内訳は、管渠布設事業費

20,115,027円、施設整備事業費12,306,500円である。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額75,677,094円は、前年度に比較する

と26,063,152円（52.5％）増加しているが、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保資金

と当年度分損益勘定留保資金で補填している。 
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８ 経営成績 

 

当年度における損益計算書の内容は、別表２に示すとおりである。 

 

経営成績は、総収益189,908,910円に対して総費用184,866,361円で、差引き5,042,549

円の純利益であり、前年度に比較すると1,148,360円（18.5％）減少している。そ

の主な要因は、営業外収益の他会計負担金が7,996,000円（12.7％）、他会

計補助金が5,991,000円（29.5％）減少したためである。 

当年度未処分利益剰余金は5,042,549円となっており、全て当年度純利益5,042,549円

である。 

 

（１） 収益について 

営業収益は 57,299,310 円であり、総収益の 30.2％を占めており、前年度に比較する

と 6,805,410 円（13.5％）増加している。その要因は、その他の営業収益が 24,400 円

（87.1％）減少したものの、下水道使用料が6,829,810円（13.5％）増加したためであ

る。 

営業外収益は132,609,600円であり、総収益の69.8％を占めている。前年度に比較す

ると11,202,427円（7.8％）減少しており、その主な要因は、他会計負担金が7,996,000

円（12.7％）、他会計補助金が5,991,000円（29.5％）減少したことによるものである。 

 

なお、営業収益及び下水道使用料並びに水洗化人口は、次表のとおりである。 

年 度 営業収益（円） 
前年度比

（％） 
下水道使用料（円） 

前年度比

（％） 

水洗化人口

（人） 

前年度比

（％） 

令和６年度 57,299,310 13.5 57,295,710 13.5 3,353 11.4 

令和５年度 50,493,900 0.2 50,465,900 0.2 3,009 0.4 

 

（２） 費用について 

営業費用は168,601,207円であり、総費用の91.2％を占めており、前年度に比較する

と2,146,575円（1.3％）減少している。その主な要因は、処理場費が2,820,501円（6.5％）

増加したものの、減価償却費が4,989,961円（4.5％）減少したことによるものである。 

営業外費用は16,208,754円であり、総費用の8.8％を占めている。前年度に比較する

と1,158,482円（6.7％）減少しており、その要因は、雑支出が192,311円（43.6％）増

加したものの、支払利息及び企業債取扱諸費が1,350,793円（8.0％）減少したことによ

るものである。 

 

下水道事業の経済性を評定する収益率（総収益対総費用比率）は、令和6年度が

102.7％、令和5年度が103.3％であり、前年度に比較すると0.6ポイント減少している。 

   １㎥当たりの使用料単価及び汚水処理原価は、次表のとおりである。 
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※ 使用料単価 ＝ 使用料収入÷年間有収水量 
※ 汚水処理原価 ＝汚水処理費(公費負担分を除く。)÷年間有収水量 
※ 経費回収率＝使用料収入÷汚水処理費(公費負担分を除く。)×100 
 

使用料単価は、有収水量１㎥当たりにどれだけ収入を得ているかを表し、汚水処理原

価は、有収水量１㎥当たりにどれだけ費用がかかっているかを表す。 

経費回収率は、使用料を回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表す。 

前年度に比較すると使用料単価は増減なく、汚水処理原価は13.6円減少したため、使

用料単価と汚水処理原価の差額は、13.6円縮小して△12.5円となった。 

また、経費回収率は、前年度に比較すると6.6ポイント増加している。 

 

（３） 施設の利用状況について 

当事業における施設利用状況を示す指標は、次表のとおりである。 

       （単位：％） 

区 分 

年 度 
有 収 率 

施設利用率 

(特環) 

施設利用率 

(農集) 

令和６年度 100.0 25.6 46.0 

令和５年度 100.0 25.3 － 

令和４年度 100.0 25.5 － 

令和３年度 100.0 25.5 － 

 
※ 有  収  率 ＝ 年間総有収水量÷年間汚水処理水量×100 
※ 施 設 利 用 率(特環) ＝ 晴天時１日平均処理水量÷晴天時現在処理能力(3,100㎥/日)×100 

   ※ 施 設 利 用 率(農集) ＝ 晴天時１日平均処理水量÷晴天時現在処理能力(189㎥/日)×100 

有収率は、高いほど使用料の対象でない不明水が少なく良いとされており、当年度は、

前年度と同率で100.0％であった。 

施設利用率は、施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量

の割合を示すもので、施設の利用状況や適正規模を判断する指標である。一般的には高

い数値であることが望ましい。当市における施設利用率は、前年度に比較すると0.3ポ

イント上昇している。また、当年度より下水道事業会計に移行した農業集落排水事業に

ついては、施設利用率46.0％である。 

  

年 度 

区 分 
単位 令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度 

使用料単価 円 165.4 165.4 164.4 164.4 

汚水処理原価 円 177.9 191.5 175.5 198.0 

差 額 円 △12.5 △26.1 △ 11.1 △ 33.6 

経費回収率 ％ 93.0 86.4 93.7 83.0 
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（４） セグメント情報について 

瑞穂市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集

落排水事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道

事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業の３つを報告セグメントとし

ている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

 

・報告セグメントの概要 

事  業  区  分 事   業   内   容 

公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理 

特定環境保全公共下水道事業 市街地以外における、し尿・生活雑排水等の処理 

農業集落排水事業 市街地以外における、し尿・生活雑排水等の処理 

 

・報告セグメントごとの営業収益等 

 当年度 （自 令和６年４月１日  至 令和７年３月３１日） 

                                 （単位：円） 

項   目 公共下水道事業 
特定環境保全 

公共下水道事業 
農業集落排水事業 合    計 

営業収益 0 51,809,590 5,489,720 57,299,310 

営業費用 0 150,258,562 18,342,645 168,601,207 

営業損失 0 98,448,972 12,852,925 111,301,897 

経常利益 0 4,448,691 593,858 5,042,549 

セグメント資産 4,438,463,450 2,862,931,959 231,783,532 7,533,178,941 

セグメント負債 4,044,835,418 2,193,519,737 149,707,806 6,388,062,961 

その他の項目 

  他会計繰入金 

  減価償却費 

  支払利息 

特別損失 

  有形固定資産及び 

  無形固定資産の増加 

40,320,000 

0 

0 

0 

1,811,062,182 

68,321,000 

98,257,798 

15,061,233 

0 

8,800,689 

 

8,640,000 

8,670,125 

513,870 

56,400 

233,930,484 

 

117,281,000 

106,927,923 

15,575,103 

56,400 

  2.053,793,355 
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９ 財政状態 

 

当年度における貸借対照表の内容は、別表３に示すとおりである。 

 

（１） 資産について 

資産総額は7,533,178,941円であり、前年度に比較すると3,028,537,553円（67.2％）

増加している。 

固定資産は 6,068,432,307 円で全資産の 80.6％を占めており、前年度に比較すると

1,974,111,321円（48.2％）増加している。その主な要因は、土地が21,160,264円（3.0％）、

建物が 14,724,964 円（14.9％）、構築物が 91,529,240 円（3.9％）、建設仮勘定が

1,810,578,026円（210.5％）、基金が25,924,609円（238.3％）増加したためである。 

流動資産は1,464,746,634円であり全資産の19.4％を占めており、前年度に比較する

と1,054,426,232円（257.0％）増加している。その主な要因は、現金預金が822,759,304

円（223.3％）、未収金が235,381,873円（611.9％）増加したためである。 

 

（２） 負債について 

負債総額は6,388,062,961円であり、前年度に比較すると2,762,244,780円（76.2％）

増加している。 

固定負債は2,086,701,071円で全負債の32.7％を占めており、全て企業債である。 

流動負債は1,409,390,591円であり全負債の22.0％を占めており、前年度に比較する

と 992,846,988 円（238.4％）増加している。その主な要因は、未払金が 984,106,317

円（312.4％）増加したためである。 

繰延収益は2,891,971,299円であり全負債の45.3％を占めており、前年度に比較する

と943,861,002円（48.5％）増加している。 

 

（３） 資本について 

資本総額は1,145,115,980円であり、前年度に比較すると266,292,773円（30.3％）

増加している。 

資本金の総額は685,949,599円であり、前年度に比較すると247,556,971円（56.5％）

増加している。 

剰余金の総額は459,166,381円であり、前年度に比較すると18,735,802円（4.3％）

増加している。 
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（４） 構成比率及び財務比率について 

当年度における下水道事業会計の財務状態を分析すると、次表のとおりである。 

イ 構成比率                                                       （単位：％） 

      年 度 

区 分 
令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度 

固定資産構成比率 80.6 90.9 95.7 97.6 

自己資本構成比率 53.6 62.8 66.0 65.9 

※ 固定資産構成比率 ＝ 固定資産÷資産合計×100 
※ 自己資本構成比率 ＝ (資本金＋剰余金＋繰延収益)÷負債資本合計×100 

 

固定資産構成比率は、総資産に対する固定資産の占める割合を示すもので、この比率

が高いほど資産が固定化の傾向にあるとされる。前年度に比較すると10.3ポイント減少

している。 

また、自己資本構成比率は、総資本の中で自己資本が占める割合であり、この比率が

高いほど自己資本が資本として固定化することにより経営が安定化することになる。前

年度に比較すると9.2ポイント減少している。 

 

ロ 財務比率                                                       （単位：％） 

年 度 

区 分 
令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度 

固 定 長 期 適 合 率 

（固定資産対長期資本比率）
99.1 100.2 101.1 101.7 

流  動  比  率 103.9 98.5 80.6 60.2 

酸 性 試 験 比 率 

（当座比率） 
104.0 97.7 80.7 60.2 

現  金  比  率 84.5 88.4 70.3 53.5 
※ 固定長期適合率（固定資産対長期資本比率） ＝ 固定資産÷(資本金＋剰余金＋固定負債 

＋繰延収益)×100 
※ 流動比率 ＝ 流動資産÷流動負債×100 
※ 酸性試験比率(当座比率) ＝ (現金預金＋未収金)÷流動負債×100 
※ 現金比率 ＝ 現金預金÷流動負債×100 

 

固定長期適合率は、固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われるべき

であるとの立場から、少なくとも100％以下であることが望ましいとされている。 

流動比率は、流動負債に対する流動資産の比率で、短期債務に応ずべき流動資産の割

合を、酸性試験比率は、流動比率よりさらに厳しく支払能力をみる比率で、流動資産の

うち、現金預金及び現金化しうる未収金と短期債務の流動負債との割合を、現金比率は、

流動負債に対する現金預金の割合を示す比率である。 

流動比率は 200％、酸性試験比率は 100％、現金比率は 20％以上であれば良いとされ

ている。 
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１０ キャッシュ･フロー計算書 

 

当市におけるキャッシュ･フロー計算書の概要は、次に示すとおりである。 

 

 （単位：円） 

業務活動によるキャッシュ・フロー △8,551,918 

投資活動によるキャッシュ・フロー △38,327,309 

財務活動によるキャッシュ・フロー 864,335,465 

資金増加額 817,456,238 

資金期首残高 373,692,748 

資金期末残高 1,191,148,986 

 

当市の業務活動によるキャッシュ・フローは、通常の業務活動の実施による資金の増

減や投資活動、財務活動以外の増減で、8,551,918 円のマイナスとなり、投資活動によ

るキャッシュ・フローは、将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動によ

る資金の増減で、38,327,309円のマイナスとなった。また、財務活動によるキャッシュ・

フローは、資金調達、返済による資金の増減で、864,335,465円のプラスとなった。 

以上のことから、資金の期末残高は、期首残高から 817,456,238 円増加し、

1,191,148,986円となった。 
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決 算 資 料 

 

 

別表１  令和６年度 

瑞穂市下水道事業会計予算・決算対照表 

 

別表２  令和６年度・令和５年度 

  瑞穂市下水道事業会計比較損益計算書 

 

別表３  令和６年度・令和５年度 

  瑞穂市下水道事業会計比較貸借対照表 
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　　区　　分
予 算 額 に 決 算 額 の

予 算 額 構成比 決 算 額 構成比 比 べ 決 算 額 の 予 算 額 に

　科　　目
円 ％ 円 ％ 増 減 円 対する比率％

250,656,000 100.0 287,010,274 100.0 36,354,274 114.5

営 業 収 益 61,293,000 24.5 63,028,881 22.0 1,735,881 102.8

営 業 外 収 益 189,363,000 75.5 223,981,393 78.0 34,618,393 118.3

　　区　　分
予 算 額 に 決 算 額 の

予 算 額 構成比 決 算 額 構成比 比 べ 決 算 額 の 予 算 額 に

　科　　目
円 ％ 円 ％ 増 減 円 対する比率％

3,450,434,000 100.0 2,057,284,200 100.0 △ 1,393,149,800 59.6

企 業 債 1,542,300,000 44.7 923,300,000 44.9 △ 619,000,000 59.9

負 担 金 9,622,000 0.3 9,772,000 0.5 150,000 101.6

補 助 金 1,640,478,000 47.5 939,626,000 45.6 △ 700,852,000 57.3

出 資 金 258,034,000 7.5 184,586,200 9.0 △ 73,447,800 71.5

資 本 的 収 入

資 本 的 収 入

別表１

令 和 ６ 年 度 瑞 穂 市 下 水 道

収 益 的 収 入

下水道事業収益
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　　区　　分
決 算 額 の

予 算 額 構成比 決 算 額 構成比 繰越額 不 用 額 予 算 額 に

　科　　目
円 ％ 円 ％ 円 円 対する比率％

201,682,000 100.0 189,654,622 100.0 0 12,027,378 94.0

営 業 費 用 182,588,000 90.5 174,014,836 91.8 0 8,573,164 95.3

営業外費用 16,034,000 8.0 15,583,386 8.2 0 450,614 97.2

特 別 損 失 60,000 0.0 56,400 0.0 0 3,600 94.0

予 備 費 3,000,000 1.5 0 0.0 0 3,000,000 0.0

　　区　　分
決 算 額 の

予 算 額 構成比 決 算 額 構成比
翌年度
繰越額

不 用 額 予 算 額 に

　科　　目
円 ％ 円 ％ 円 円 対する比率％

3,523,594,000 100.0 2,132,961,294 100.0 1,357,134,000 33,498,706 60.5

建設改良費 3,380,935,000 96.0 1,991,372,324 93.4 1,357,134,000 32,428,676 58.9

企 業 債
償 還 金

115,733,000 3.3 115,664,361 5.4 0 68,639 99.9

基金積立金 25,926,000 0.7 25,924,609 1.2 0 1,391 100.0

予 備 費 1,000,000 0.0 0 0.0 0 1,000,000 0.0

資 本 的 支 出

資 本 的 支 出

事 業 会 計 予 算 ・ 決 算 対 照 表

収 益 的 支 出

下 水 道
事 業 費 用
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別表２

区　　　分　 前年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比率

　勘　定　科　目 円 ％ 円 ％ 円 ％

57,299,310 30.2 50,493,900 26.0 6,805,410 13.5

下 水 道 使 用 料 57,295,710 30.2 50,465,900 26.0 6,829,810 13.5

そ の 他 の 営 業 収 益 3,600 0.0 28,000 0.0 △ 24,400 △ 87.1

132,609,600 69.8 143,812,027 74.0 △ 11,202,427 △ 7.8

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,468 0.0 19 0.0 9,449 49731.6

他 会 計 負 担 金 55,105,000 29.0 63,101,000 32.5 △ 7,996,000 △ 12.7

他 会 計 補 助 金 14,334,000 7.5 20,325,000 10.5 △ 5,991,000 △ 29.5

長 期 前 受 金 戻 入 61,463,099 32.4 60,325,919 31.0 1,137,180 1.9

雑 収 益 1,698,033 0.9 60,089 0.0 1,637,944 2,725.9

189,908,910 100.0 194,305,927 100.0 △ 4,397,017 △ 2.3

- - - - - -

189,908,910 - 194,305,927 - △ 4,397,017 △ 2.3合　　　　　計

当 年 度 純 損 失

営 業 外 収 益

計

営 業 収 益

令和６年度 令和５年度
比較増減

令 和 ６ 年 度
瑞 穂 市 下 水 道

令 和 ５ 年 度

収　　　　益　　　　の　　　　部
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区　　　分　 前年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比率

　勘　定　科　目 円 ％ 円 ％ 円 ％

168,601,207 91.2 170,747,782 90.8 △ 2,146,575 △ 1.3

管 渠 費 4,145,545 2.2 4,680,933 2.5 △ 535,388 △ 11.4

処 理 場 費 46,514,568 25.2 43,694,067 23.2 2,820,501 6.5

総 係 費 10,335,513 5.6 9,595,819 5.1 739,694 7.7

減 価 償 却 費 106,927,923 57.8 111,917,884 59.5 △ 4,989,961 △ 4.5

資 産 減 耗 費 677,658 0.4 859,079 0.5 △ 181,421 △ 21.1

16,208,754 8.8 17,367,236 9.2 △ 1,158,482 △ 6.7

支 払 利 息
及び企業債取扱諸費

15,575,103 8.4 16,925,896 9.0 △ 1,350,793 △ 8.0

雑 支 出 633,651 0.4 441,340 0.2 192,311 43.6

56,400 0.0 0 0.0 56,400 皆増

法 適 用 時 特 別 損 失 56,400 0.0 0 0.0 56,400 皆増

184,866,361 100.0 188,115,018 100.0 △ 3,248,657 △ 1.7

5,042,549 - 6,190,909 - △ 1,148,360 △ 18.5

0 - 0 - 0 -

5,042,549 - 6,190,909 - △ 1,148,360 △ 18.5

そ の 他 の 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

　計

営 業 費 用

令和５年度
比較増減

令和６年度

事 業 会 計 比 較 損 益 計 算 書

費　　　　用　　　　の　　　　部
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別表３

前年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比率

円 ％ 円 ％ 円 ％

　固　定　資　産 6,068,432,307 80.6 4,094,320,986 90.9 1,974,111,321 48.2

　　有 形 固 定 資 産 6,031,180,698 80.1 4,083,443,986 90.7 1,947,736,712 47.7

土 地 722,614,178 9.6 701,453,914 15.6 21,160,264 3.0

建 物 113,264,868 1.5 98,539,904 2.2 14,724,964 14.9

構 築 物 2,436,688,377 32.3 2,345,159,137 52.1 91,529,240 3.9

機 械 及 び 装 置 87,139,676 1.2 77,833,085 1.7 9,306,591 12.0

工 具 、 器 具 及 び 備 品 757,212 0.0 319,585 0.0 437,627 136.9

建 設 仮 勘 定 2,670,716,387 35.5 860,138,361 19.1 1,810,578,026 210.5

　　無形固定資産 450,000 0.0 - - 450,000 皆増

施 設 利 用 権 450,000 0.0 - - 450,000 皆増

　　投資その他の資産 36,801,609 0.5 10,877,000 0.2 25,924,609 238.3

基 金 36,801,609 0.5 10,877,000 0.2 25,924,609 238.3

　流　動　資　産 1,464,746,634 19.4 410,320,402 9.1 1,054,426,232 257.0

現 金 預 金 1,191,148,986 15.8 368,389,682 8.2 822,759,304 223.3

未 収 金 273,848,185 3.6 38,466,312 0.8 235,381,873 611.9

貸 倒 引 当 金 △ 250,537 0.0 △ 215,592 0.0 △ 34,945 16.2

前 払 金 0 - 3,680,000 0.1 △ 3,680,000 皆減

7,533,178,941 100.0 4,504,641,388 100.0 3,028,537,553 67.2合        計

　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　分

　勘　定　科　目

令和６年度 令和５年度
比較増減

令 和 ６ 年 度
瑞 穂 市 下 水 道

令 和 ５ 年 度

資　産　の　部
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前年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比率

円 ％ 円 ％ 円 ％

 固　定　負　債 2,086,701,071 27.7 1,261,164,281 28.0 825,536,790 65.5

　　　企　　業　　債 2,086,701,071 27.7 1,261,164,281 28.0 825,536,790 65.5

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

2,086,701,071 27.7 1,261,164,281 28.0 825,536,790 65.5

 流　動　負　債 1,409,390,591 18.7 416,543,603 9.2 992,846,988 238.4

　　　企　　業　　債 108,828,753 1.4 100,160,153 2.2 8,668,600 8.7

　　　未　　払　　金 1,299,080,838 17.3 314,974,521 7.0 984,106,317 312.4

　　　引　　当　　金 481,000 0.0 408,000 0.0 73,000 17.9

　　　その他流動負債 1,000,000 0.0 1,000,929 0.0 △ 929 △ 0.1

 繰　延　収　益 2,891,971,299 38.4 1,948,110,297 43.3 943,861,002 48.5

　　　長　期　前　受　金 2,891,971,299 38.4 1,948,110,297 43.3 943,861,002 48.5

負　債　合　計 6,388,062,961 84.8 3,625,818,181 80.5 2,762,244,780 76.2

 資　　本　　金 685,949,599 9.1 438,392,628 9.7 247,556,971 56.5

　　　資　　本　　金 685,949,599 9.1 438,392,628 9.7 247,556,971 56.5

 剰　　余　　金 459,166,381 6.1 440,430,579 9.8 18,735,802 4.3

　　　資　本　剰　余　金 393,301,322 5.2 379,608,069 8.4 13,693,253 3.6

国 庫 補 助 金 350,859,295 4.7 339,517,144 7.5 11,342,151 3.3

他 会 計 補 助 金 32,610,947 0.4 31,150,045 0.7 1,460,902 4.7

受 益 者 分 担 金 890,200 0.0 - - 890,200 皆増

受 贈 財 産 評 価 額 8,940,880 0.1 8,940,880 0.2 0 0.0

　　　利　益　剰　余　金 65,865,059 0.9 60,822,510 1.4 5,042,549 8.3

減 債 積 立 金 60,822,510 0.8 54,631,601 1.2 6,190,909 11.3

当年度未処分利益剰余金 5,042,549 0.1 6,190,909 0.2 △ 1,148,360 △ 18.5

資　本　合　計 1,145,115,980 15.2 878,823,207 19.5 266,292,773 30.3

7,533,178,941 100.0 4,504,641,388 100.0 3,028,537,553 67.2合        計

　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　分

　勘　定　科　目

令和６年度 令和５年度
比較増減

事 業 会 計 比 較 貸 借 対 照 表

負　債　・　資　本　の　部
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